
やまなし水素・燃料電池産業支援窓口ウェブサイト制作業務 

企画提案募集要項 

 

 

１ 業務の目的 

 県内の機械電子産業の水素・燃料電池関連分野への進出を支援するとともに、水素・燃

料電池関連産業の集積を図ることを目的とし、やまなし水素・燃料電池産業支援窓口を設

置します。 

支援窓口において、県内企業の取引拡大に向け、企業情報の発信を行うとともに、県内

企業に対し、支援情報を周知するため、「やまなし水素・燃料電池産業支援窓口ウェブサ

イト制作業務（以下、「本業務」という。）」 の委託事業者を公募型プロポーザル方式によ

り選定します。 

  

２ 業務の内容 

（１）業務名称 

やまなし水素・燃料電池産業支援窓口ウェブサイト制作業務委託 

 

（２）委託内容 

別紙「やまなし水素・燃料電池産業支援窓口ウェブサイト制作業務委託仕様書」（以

下「仕様書」という。）のとおり。 

 

（３）契約期間 

契約締結の日から令和５年１０月３１日（火）まで 

 

（４）委託料上限額 

   金６，２６３，４００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

（５）業務執行部署 

公益財団法人やまなし産業支援機構 新産業創造部 新市場開拓課 

 電 話：０５５－２４３－１８８８  

Ｆ Ａ Ｘ：０５５－２４３－１８８５ 

メールアドレス：info@yiso.or.jp 

 

３ 企画提案に係る日程 

（１）募集開始           令和５年７月２１日（金） 

（２）参加申込書及び質問票提出期限 令和５年７月２８日（金）正午 

（３）企画提案書提出期限      令和５年８月 ２日（水）正午 



（４）選考委員による審査      令和５年８月 ４日（金） 

（５）審査結果通知         令和５年８月 ９日（水）頃発送予定 

 

４ 参加資格 

 企画提案への参加を希望する者は、「（２）参加申込書及び添付書類」に掲げる書類を提

出し、提案参加資格の確認を受けなければならない。 

（１）参加資格 

   資格者は、次の全ての要件を満たす法人又は団体とします。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

でないこと。 

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て、又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき民事再生法手続開始の申し立てが

なされている者（更生手続開始又は民事再生法手続開始の決定を受けた者を除く。）

でないこと。 

③ 公告の日以降に、「山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成２３

年４月１日）」や「山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領（平成１０年４

月１日）」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)でないこと又は法人にあって

はその役員が暴力団員でないこと。 

⑤ 過去５年以内に、国、地方公共団体、公益法人からの同種又は類似の業務を受託し

た実績を有する者であること。 

⑥ 山梨県税、消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。 

 

（２）参加申込書及び提出書類 

 次に掲げる参加申込書及び添付書類を、各１部提出すること。 

① 参加申込書（様式１） 

② 誓約書（様式２） 

③ 同種・類似業務実績整理表（様式３） 

④ 会社概要（任意様式・パンフレット等可） 

 

（３）参加申込書の提出期限 

令和５年７月２８日（金）正午まで 

提出は、平日の午前９時から正午まで及び午後１時から５時までとする。 

 

（４）参加申込書の提出場所 

２（５）のとおり。 



 

（５）参加申込書の提出方法 

持参又は郵便により行い、上記の期限までに必着のこと。又は４（２）をＰＤＦ化し、

電子メールにより、上記の期限までに提出すること。また、その旨を電話にて連絡し、

受領の確認をすること。 

 

５ 質問及び回答 

（１）質問方法及び送付先 

質問票（様式４）に記載し、電子メールにて送信すること。 

送信先のメールアドレスは、２（５）のとおり。 

 

（２）質問受付期限 

令和５年７月２８日（金）正午まで 

 

（３）質問に対する回答 

質問に対する回答は、参加申込者すべてに対し電子メールにて行う。 

 

（４）その他 

 電話や口頭での質問には応じない。また、本企画提案に関係ない質問や本企画提案に

公平性を保てないと判断した場合は回答しないことがある。 

 

６ 企画提案書等 

本業務に企画提案する者は、次に掲げる事項に留意の上、企画提案書を提出するものと 

します。提出期限までに提出書類（企画提案書、企画書及び見積書）を提出しない場合や 

応募資格の要件が満たない場合は、企画提案参加資格がないものとします。 

（１） 提出書類 

 ① 企画提案書（様式第５号）  

② 企画書（様式第５号の１）  

③ 見積書（任意様式）  

ア）積算根拠は項目ごとにできるだけ詳細に記載してください。  

イ）経費の合計額は２（４）に示す費用の上限額以内としてください。 

 

（２）提出部数及び提出方法 

 ６（１）をＰＤＦ化し、電子媒体としてＣＤ－ＲＯＭ等に格納し、持参又は郵便によ

り、期限までに提出すること。 

 

（３）企画提案書等の提出期限 



令和５年８月２日（水）正午必着 

 

（４）企画提案書等の提出先 

２（５）のとおり。 

 

７ 審査及び結果通知 

（１）審査方法 

① やまなし水素・燃料電池産業支援窓口ウェブサイト制作業務委託に係る企画提案

審査委員会において、別紙「審査基準」に基づき、企画提案者の企画提案書等により

書面で審査を行う。 

② 審査の採点の合計により各提案者の順位を決め、第一位の者を委託業務実施候補

者とする。 

③ 最高得点の者が同点の場合、経費の見積等を総合的に判断し委託業務実施候補者

を選定する。 

 

（２）結果通知 

① 審査結果は審査終了後、速やかに参加者あて通知する。 

② 審査結果に対する異議申し立ては受け付けない。 

 

（３）企画提案の無効 

次のいずれかに該当する場合、企画提案は無効とする。 

① 本募集要項に定める手続き等に合致しない場合 

② 提案に関する談合、提出書類の虚偽記載、その他の不正行為があった場合 

 

８ 契約 

審査の結果、委託業務実施候補者を優先交渉権者として交渉をおこない、随意契約によ

り契約を締結する。ただし、委託業務実施候補者と協議が整わず、契約の見込みがないと

き、又は契約候補者が契約締結までの間に企画提案参加資格を満たさなくなったときは、

次点の提案者と契約に向けて協議を行う。 

 

９ その他 

（１）企画提案において使用する言語は日本語とします。 

 （２）山梨県財務規則第１０９条の２第７項により契約保証金は免除します。  

（３）本提案により知り得た情報を第三者に漏らしてはなりません。  

（４）配置予定担当者の変更は業務完了まで病休・死亡・退職等、公益財団法人やまなし

産業支援機構が認める理由の他は認めません。  

（５）災害等、不測の事態が生じた場合は、本業務に関する手続きを延期することがあり



ます。 


